　　　　岡山市「介護サービス情報の公表」制度における調査に関する指針
　
　「介護サービス情報の公表」制度については，介護保険法（平成９法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５条の３５第３項及び健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第２６条の規定による改正前の介護保険法（以下「旧法」という。）第１１５条の３５第３項の規定による調査の実施に当たって，介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条の４７の２の規定により，岡山市の調査指針を定める。
１　調査実施の指針
　調査は，原則，下記の場合に行うこととする。

(1)  事業者自らが調査を希望する場合

ただし，調査希望事業所に対しては，当該年度の市の実施指導を優先的に実施し，

実施指導と同時に調査すること。　　

また，外部評価が義務付られている地域密着型サービス事業所や福祉サービス第

　　三者評価を定期的に実施している事業所については，調査を行わないこととする。
(2)  公表内容について，利用者等から通報があり，調査において内容確認が必要であると判断される場合
(3)  報告内容に虚偽が疑われる場合

(4)  岡山市所管事業所・施設について新規指定後初めて実地指導を行う場合

２　調査の効果的実施

調査を効果的に実施するために，上記１の(1)は，調査を希望する旨を毎年度５月末ま　

でに連絡してきた場合に限り実施する。

また，市が指定権限を有しない事業所（県等が指定する事業所）に対しても調査をすることができるが，調査を実施する必要がある場合には，該当の指定権者に適宜情報を提供し，連携の上，適正に調査を行うこととする。
　　附　則
１　この指針は，平成３０年４月１日から施行する。
